
 

と畜場法（抄） 

 

（と畜場の設置の許可）  

第四条  一般と畜場又は簡易と畜場は、都道府県知事（保健所を設置する市にあつては、市

長。以下同じ。）の許可を受けなければ、設置してはならない。  

２－３  省 略 

 

〔検査の方法〕 

第十四条   と畜場においては、都道府県知事の行う検査を経た獣畜以外の獣畜をとさ

つしてはならない。   

２   と畜場においては、とさつ後都道府県知事の行う検査を経た獣畜以外の獣畜を解

体してはならない。   

３   と畜場内で解体された獣畜の肉、内臓、血液、骨及び皮は、都道府県知事の行う

検査を経た後でなければ、と畜場外に持ち出してはならない。ただし、次の各号の

いずれかに該当するときは、この限りでない。   

一～二（略）  

４   前三項の規定は、都道府県知事が特に検査を要しないものと認めた場合を除き、

前条第一項第四号又はこれに係る同条第二項ただし書の規定によりと畜場以外の場

所で獣畜のとさつ又は解体が行われる場合に準用する。この場合において、前項中

「と畜場外」とあるのは、「獣畜の解体を行つた場所外」と読み替えるものとする。  

５   前各項に規定する都道府県知事の権限に属する事務のうち、政令で定める疾病の

有無についての検査に係るものは、前各項の規定にかかわらず、政令で定めるとこ

ろにより、都道府県知事及び厚生労働大臣が行う。   

６   前各項の規定による検査は、次に掲げるものの有無について行うものとする。   

一   家畜伝染病予防法  （昭和二十六年法律第百六十六号）第二条第一項  に規定す

る家畜伝染病及び同法第四条第一項  に規定する届出伝染病   

二   前号に掲げるもの以外の疾病であつて厚生労働省令で定めるもの   

三   潤滑油の付着その他の厚生労働省令で定める異常   

７   前項に定めるもののほか、第一項から第五項までの規定により都道府県知事及び

厚生労働大臣の行う検査の方法、手続その他検査に関し必要な事項は、政令で定め

る。   

８   第一項から第五項までの規定により都道府県知事及び厚生労働大臣が行う検査

の結果については、行政不服審査法  （昭和三十七年法律第百六十号）による不服申

立てをすることができない。   

 

と畜場法施行令 

参考資料「と畜－３」 



第八条   法第十四条の規定による検査は、望診、検温、触診、解剖検査、顕微鏡検査

その他の必要な方法により行うものとする。  

 



〔検査すべき疾病又は異常の範囲〕 

と畜場法 

第十四条   と畜場においては、都道府県知事の行う検査を経た獣畜以外の獣畜をとさ

つしてはならない。   

６   前各項の規定による検査は、次に掲げるものの有無について行うものとする。   

一   家畜伝染病予防法  （昭和二十六年法律第百六十六号）第二条第一項  に規定す

る家畜伝染病及び同法第四条第一項  に規定する届出伝染病   

二   前号に掲げるもの以外の疾病であつて厚生労働省令で定めるもの   

三   潤滑油の付着その他の厚生労働省令で定める異常   

 

と畜場法施行規則 

第十四条  法第十四条第六項第二号又は第三号に規定する疾病又は異常は、別表第三

のとおりとする。 

 

別表第三 （施行規則第十四条、第十六条関係） 

Ｑ熱、悪性水腫、白血病、リステリア症、痘病、膿毒症、敗血症、尿毒症、黄疸、

水腫、腫瘍、旋毛虫病その他の寄生虫病、中毒諸症、放線菌病、ブドウ菌腫、熱

性諸症、外傷、炎症、変性、萎縮、奇形、臓器の異常な形、大きさ、硬さ、色又

はにおい、注射反応（生物学的製剤により著しい反応を呈しているものに限る。）

及び潤滑油又は炎性産物等による汚染 

 

〔検査の結果に基づく措置〕 

と畜場法 

第十六条   都道府県知事は、第十四条の規定による検査の結果、獣畜が疾病にかかり、若

しくは異常があり食用に供することができないと認めたとき、又は当該獣畜により若し

くは当該獣畜のとさつ若しくは解体により病毒を伝染させるおそれがあると認めたと

きは、公衆衛生上必要な限度において、次に掲げる措置をとることができる。   

一   当該獣畜のとさつ又は解体を禁止すること。   

二   当該獣畜の所有者若しくは管理者、と畜場の設置者若しくは管理者、と畜業者そ

の他の関係者に対し、当該獣畜の隔離、と畜場内の消毒その他の措置を講ずべきこと

を命じ、又は当該職員にこれらの措置を講じさせること。   

三   当該獣畜の肉、内臓等の所有者若しくは管理者に対し、食用に供することができない

と認められる肉、内臓その他の獣畜の部分について廃棄その他の措置を講ずべきことを

命じ、又は当該職員にこれらの措置を講じさせること。  

と畜場法施行規則 

第十六条  法第十六条の規定に基づく措置は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各

号に掲げる措置によるものとする。  



一  法第十四条第一項の規定による検査を行なつた場合において獣畜が別表第四

に掲げる疾病にかかり、又は異常があると認めたとき とさつの禁止  

二  法第十四条第二項の規定による検査を行なつた場合において獣畜が別表第四

に掲げる疾病にかかり、又は異常があると認めたとき 解体の禁止  

三  法第十四条第三項の規定による検査を行なつた場合において獣畜が別表第五

の上欄に掲げる疾病にかかり、又は異常があると認めたとき 別表第五の下欄に

掲げる部分について廃棄その他食用に供されることを防止するために必要な措置  

四  獣畜が法第十四条第六項 各号に掲げる疾病のうち伝染性の疾病にかかり、又

は異常があり、病毒を伝染させるおそれがあると認めたとき 当該獣畜の隔離、

当該獣畜の肉、内臓その他の部分の消毒、病毒に汚染され又は汚染されたおそれ

のある処理室その他の場所又は物件の消毒その他病毒の伝染を防止するために必

要な措置 

 

別表第四 （施行規則第十六条関係）  

牛疫、牛肺疫、口蹄疫、流行性脳炎、狂犬病、水胞性口炎、リフトバレー熱、炭

疽、出血性敗血症、ブルセラ病、結核病、ヨーネ病、ピロプラズマ病、アナプラ

ズマ病、伝達性海綿状脳症、鼻疽、馬伝染性貧血、アフリカ馬疫、豚コレラ、ア

フリカ豚コレラ、豚水胞病、ブルータング、アカバネ病、悪性カタル熱、チュウ

ザン病、ランピースキン病、牛ウイルス性下痢・粘膜病、牛伝染性鼻気管炎、牛

白血病、アイノウイルス感染症、イバラキ病、牛丘疹性口炎、牛流行熱、類鼻疽、

破傷風、気腫疽、レプトスピラ症、サルモネラ症、牛カンピロバクター症、トリ

パノソーマ病、トリコモナス病、ネオスポラ症、牛バエ幼虫症、ニパウイルス感

染症、馬インフルエンザ、馬ウイルス性動脈炎、馬鼻肺炎、馬モルビリウイルス

肺炎、馬痘、野兎病、馬伝染性子宮炎、馬パラチフス、仮性皮疽、小反芻獣疫、

伝染性膿疱性皮膚炎、ナイロビ羊病、羊痘、マエディ・ビスナ、伝染性無乳症、

流行性羊流産、トキソプラズマ病、疥癬、山羊痘、山羊関節炎・脳脊髄炎、山羊

伝染性胸膜肺炎、オーエスキー病、伝染性胃腸炎、豚エンテロウイルス性脳脊髄

炎、豚繁殖・呼吸障害症候群、豚水疱疹、豚流行性下痢、萎縮性鼻炎、豚丹毒、

豚赤痢、Ｑ熱、悪性水腫、白血病、リステリア症、痘病、膿毒症、敗血症、尿毒

症、黄疸（高度のものに限る。）、水腫（高度のものに限る。）、腫瘍（肉、臓器、

骨又はリンパ節に多数発生しているものに限る。）、旋毛虫病、有鉤嚢虫症、無鉤

嚢虫症（全身にまん延しているものに限る。）、中毒諸症（人体に有害のおそれが

あるものに限る。）、熱性諸症（著しい高熱を呈しているものに限る。）、注射反応

（生物学的製剤により著しい反応を呈しているものに限る。）及び潤滑油又は炎性

産物等による汚染（全身が汚染されたものに限る。）   

 

 



別表第五 （施行規則第十六条関係）  

疾病又は異常  部分  

別表第四に掲げる疾病  当該獣畜の肉、内臓その他の部分の全部  

黄疸（病変が肉又は臓器の一部に局限され

ているものに限る。）  

当該病変部分及び血液  

水腫（病変が肉又は臓器の一部に局限され

ているものに限る。）  

当該病変部分及び血液  

腫瘍（病変が肉、臓器、骨又はリンパ節の

一部に局限されているものに限る。）  

当該病変部分及び血液  

寄生虫病（旋毛虫病、有鉤嚢虫症及び無鉤

嚢虫症（全身にまん延しているものに限

る。）を除く。）  

寄生虫を分離できない部分及び住肉胞子

虫症にあつては血液  

放線菌病  当該病変部分及び血液  

ブドウ菌腫  当該病変部分及び血液  

外傷  当該病変部分  

炎症  当該病変部分及び炎性産物により汚染さ

れた部分並びに多発生化膿性の炎症にあ

つては血液  

変性  当該病変部分  

萎縮  当該病変部分  

奇形  著しい当該病変部分  

臓器の異常な形、大きさ、硬さ、色又はに

おい（臓器の一部に局限されているものに

限る。）  

当該異常部分に係る臓器  

潤滑油又は炎性産物等による汚染（全身が

汚染されたものを除く。）  

当該汚染部分に係る肉、臓器、骨及び皮  

 


